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⼀般廃棄物処理⼿数料の改定について 

Ⅰ 背景 

⼀般廃棄物処理⼿数料は、処理原価の状況等の変化により適宜⾒直されるべき
ものですが、ごみの処理⼿数料は平成２０年度に改定して以降、リーマンショッ
クや消費税増税等の影響を考慮して据え置いた状態であり、処理原価に対し低い
設定となっています。 

また、昨年度、近隣市（豊⽥市、岡崎市、⻄尾市）が、ごみ処理施設への搬⼊
⼿数料を尾張地⽅と同じレベルに引き上げており、価格が低いことによる近隣市
からの事業系ごみの流⼊が懸念される状況にあります。 

そのため、⼿数料の改定についてごみ減量推進委員会に諮問し、答申を踏まえ
て改定したいと考えています。 

 

Ⅱ 一般廃棄物処理手数料 

１ ⼀般廃棄物処理⼿数料に関する規定 
（１）安城市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例 

第 10 条の別表第１において⼀般廃棄物処理⼿数料を規定しています。 
   ●家庭系廃棄物 
    ・処理施設への搬⼊⼿数料︓50 円/10kg、30kg 以下無料 
    ・粗⼤ごみ収集運搬処分︓1 個 800 円 
    ・家電リサイクル法対象品目の運搬︓1 個 1,200 円 
   ●事業系廃棄物 
    ・処理施設への搬⼊⼿数料︓100 円/10kg 
   ●し尿 
    ・定額制で 1 月に 1 回収集する場合︓1 便槽につき 250 円 など 

（２）安城市せん定枝リサイクルプラントの設置及び管理に関する条例 
第６条の別表においてせん定枝等処理⼿数料を規定しています。 

   ●市⺠ 
・処理施設への搬⼊⼿数料︓50 円/10kg、30kg 以下無料 

●造園業者・果樹栽培農家等 
・処理施設への搬⼊⼿数料︓60 円/10kg 
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２ 改定を検討する⼿数料（案） 
＜対象＞ 

処理施設への搬⼊⼿数料 
●可燃ごみ／環境クリーンセンター 
●不燃ごみ／リサイクルプラザ 
●せん定枝／せん定枝リサイクルプラント 

  ＜対象外＞ 
収集運搬⼿数料 
●粗⼤ごみ収集 
●し尿収集 

 
３ 現在の処理⼿数料 

処理⼿数料は、家庭から発⽣する⼀般廃棄物（以下「家庭系」という。）と、
事業活動に伴って発⽣する⼀般廃棄物（以下「事業系」という。）に区分されて
います。 

（１）家庭系 

＊中間処理︓不燃ごみ・粗⼤ごみの破砕・選別、びん類・缶類の選別 

（２）事業系 

 
 
 
 
 
  

区分 単位 ⼿数料 

搬
⼊ 

環境クリーンセンター（ごみ焼却施設） 

10kg 
50 円 

1 回の搬⼊量が 30kg
以下の場合は無料 

リサイクルプラザ（ごみ中間処理施設）＊ 

せん定枝リサイクルプラント（せん定枝たい
肥化施設） 

区分 単位 ⼿数料 

搬
⼊ 

環境クリーンセンター 

10kg 
100 円 

リサイクルプラザ 

せん定枝リサイクルプラント 60 円 
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４ 処理原価（令和 4 年度実績） 
 

 

 

 
 
 
 
 
５ ⼿数料の推移 
（１） 家庭系

 

（２） 事業系

 
 
  

区分 処理原価 ⼿数料 

焼却処理経費 30,779 円／ｔ 
家庭系 5,000 円／ｔ 

事業系 10,000 円／ｔ 

中間処理経費 70,351 円／ｔ 
家庭系 5,000 円／ｔ 

事業系 10,000 円／ｔ 

たい肥化処理経費 45,417 円／ｔ 
家庭系 5,000 円／ｔ 

事業系 6,000 円／ｔ 
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６ 他⾃治体の⼿数料 
（１）近隣市 

  豊⽥市は令和 5 年 4 月に、岡崎市及び⻄尾市は同年 10 月に⼿数料を改定し
ており、処理施設への搬⼊⼿数料は家庭系・事業系ともに 10kg 当たり 200 円
となっています。⻄尾市は 100kg 以下を無料としていますが、令和 12 年度か
ら無料の取扱いを廃止する予定としています。 

    

  

 単位 
改定前 改定後 

備考 
家庭系 事業系 家庭系 事業系 

豊⽥市 

10kg 

60 円 
(50 円) 

100 円 
(90 円) 

200 円 200 円 
（）内は草･木
の堆肥化の場合 

岡崎市 
70 円 

100kg 以下
無料 

100 円 200 円 200 円  

⻄尾市 
70 円 

100kg 以下
無料 

110 円 
200 円 

100kg 以下
無料 

200 円 
R12 に無料枠
廃止 

碧南市 50 円 
100kg 以下

無料 

100 円 
  

衣浦衛⽣組合 
高浜市   

刈谷市 
無料 100 円 

  刈谷知⽴環境組

合 知⽴市   
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（２）県内市 
県内市の搬⼊⼿数料を比較すると、三河地⽅は尾張地⽅に比べて安価な傾向に

あり、尾張地⽅の多くの市における搬⼊⼿数料は、家庭系・事業系ともに 10kg
当たり 200 円となっています。 
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Ⅲ 手数料改定に向けた検討事項 

１ 家庭系ごみ 
（１）⾦額 

特定の⼈（施設の利⽤者）のために提供した役務の対価という性質から、直接
搬⼊に伴う経費として適切な⾦額の負担を求めることが適当と考えられます。 

（２）無料枠 
１回の搬⼊量が 30kg 以下の場合は無料ですが、30kg を超えた場合に全量分

を有料としています。制度としてわかりにくいため、30kg という重量の妥当性
と合わせて、制度の在り⽅を⾒直す必要があります。 

 
２ 事業系ごみ 

事業系ごみは排出事業者の⾃⼰責任による適正処理が義務付けられており、現
⾏よりも処理原価に近づけるとともに、近隣市との均衡を図り、互いにごみの流
出⼊を防ぐ必要があります。 

 
３ せん定枝 

 リサイクルを推進するため、ごみ搬⼊⼿数料（焼却処理）との価格差を考慮し
て設定することが望ましいと考えられます。 
 
 

Ⅳ 今後のスケジュール 

令和６年１０月１８日（⾦） 審議（第２回ごみ減量推進委員会） 
令和６年１２月２０日（⾦） 審議（第３回ごみ減量推進委員会） 
令和７年 ２月１８日（火） 答申（第４回ごみ減量推進委員会） 
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Ⅴ 資料 

関係法令（抜粋） 

◯廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年 12 月 25 日号外法律第 137 号） 

 

（事業者の責務） 

第三条 事業者は、その事業活動に伴って⽣じた廃棄物を⾃らの責任において適正に処理し
なければならない。 

２ 事業者は、その事業活動に伴って⽣じた廃棄物の再⽣利⽤等を⾏うことによりその減量
に努めるとともに、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物となつ
た場合における処理の困難性についてあらかじめ⾃ら評価し、適正な処理が困難にならな
いような製品、容器等の開発を⾏うこと、その製品、容器等に係る廃棄物の適正な処理の
⽅法についての情報を提供すること等により、その製品、容器等が廃棄物となつた場合に
おいてその適正な処理が困難になることのないようにしなければならない。 

３ 事業者は、前⼆項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理の確保等に
関し国及び地⽅公共団体の施策に協⼒しなければならない。 

 

（事業者及び地⽅公共団体の処理） 

第十⼀条 事業者は、その産業廃棄物を⾃ら処理しなければならない。 

２ 市町村は、単独に⼜は共同して、⼀般廃棄物とあわせて処理することができる産業廃棄
物その他市町村が処理することが必要であると認める産業廃棄物の処理をその事務として
⾏なうことができる。 

３ 都道府県は、産業廃棄物の適正な処理を確保するために都道府県が処理することが必要
であると認める産業廃棄物の処理をその事務として⾏うことができる。 

 

（地⽅公共団体の処理） 

第十三条 第十⼀条第⼆項⼜は第三項の規定により市町村⼜は都道府県がその事務として⾏
う産業廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準は、産業廃棄物処理基準（特別管理産業
廃棄物にあつては、特別管理産業廃棄物処理基準）とする。 

２ 都道府県⼜は市町村は、産業廃棄物の処理施設の設置その他当該都道府県⼜は市町村が
⾏なう産業廃棄物の収集、運搬及び処分に要する費⽤を、条例で定めるところにより、徴
収するものとする。 

 

 

◯地⽅⾃治法（昭和 22 年 4 月 17 日法律第 67 号） 

 

（分担⾦等に関する規制及び罰則） 

第⼆百⼆十八条 分担⾦、使⽤料、加⼊⾦及び⼿数料に関する事項については、条例でこれ
を定めなければならない。この場合において、⼿数料について全国的に統⼀して定めるこ
とが特に必要と認められるものとして政令で定める事務（以下本項において「標準事務」
という。）について⼿数料を徴収する場合においては、当該標準事務に係る事務のうち政
令で定めるものにつき、政令で定める⾦額の⼿数料を徴収することを標準として条例を定
めなければならない 
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◯安城市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例 (昭和 47 年３月 30 日条例第 12 号) 

（事業者の責務） 

第３条 事業者は、事業活動に伴って⽣じた廃棄物について、再利⽤を図る等その減量に努
めるとともに、⾃らの責任において適正に処理しなければならない。 

２ 事業者は、廃棄物の減量及び適正な処理に関し市の施策に協⼒しなければならない。 

 

（市の責務） 

第４条 市は、廃棄物の減量及び適正な処理に関し必要な施策を策定し、これを実施するも
のとする。 

２ 市は、廃棄物の減量及び適正な処理に関する啓発に努めるものとする。 

３ 市は、廃棄物の減量を目的とする市⺠の⾃主的な活動の促進に努めるものとする。 

 

（⼀般廃棄物処理⼿数料） 

第 10 条 市は、地⽅⾃治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 227 条の規定により、⼀般廃棄物
の収集、運搬及び処分について、占有者等から別表第１に定める⼀般廃棄物処理⼿数料を
徴収する。 

２ 前項の⼿数料を徴収する数量は、市⻑の認定するところによる。 

 

別表第１（その１）（第 10 条関係） 

種別 取扱区分 ⼿数料 

家庭系廃棄物（し
尿及び浄化槽汚泥
を除く。） 

市⻑が指⽰する場所に搬⼊するとき（特定家
庭⽤機器廃棄物を除く。）。 

10 キログラムまでごとに 50

円。ただし、１回の搬⼊量が 30

キログラム以下の場合は、無料 

市⻑が粗⼤ごみを収集し、運搬し、及び処分
するとき。 

１個につき 800 円 

市⻑が特定家庭⽤機器廃棄物を収集し、及び
指定引取場所へ運搬するとき。 

１個につき 2,000 円 

市⻑が指⽰する場所に搬⼊された特定家庭⽤
機器廃棄物を指定引取場所へ運搬するとき。 

１個につき 1,200 円 

事業系廃棄物（し
尿及び浄化槽汚泥
を除く。） 

市⻑が指⽰する場所に搬⼊するとき。 10 キログラムまでごとに 100 円 

別表第１（その２）（第 10 条関係） 

種別 取扱区分 ⼿数料 

し尿 

（定額制） 

世帯⼈員 10 ⼈以下
の家庭が使⽤する
便槽 

収集１回につき次の各号に掲げる収集の区分に応じ、当該各号
に定める額 

(１)１月に１回の収集⼜は１月に２回以上収集する場合の１回目
の収集 次のア及びイに掲げる額の合計額 

ア １便槽につき 250 円 

イ 世帯⼈員１⼈につき 290 円 

(２)１月に２回以上収集する場合の２回目以降の収集 640 円 

(３)２月に１回の収集 次のア及びイに掲げる額の合計額 

ア １便槽につき 250 円 

イ 世帯⼈員１⼈につき 590 円 
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し尿 

（従量制） 

前項に掲げる便槽
以外の便槽⼜は同
項を適⽤すること
が不適当な便槽 

36 リットルまでごとに 350 円（工事等の施⾏に伴い設置された
仮設便所の便槽については、1,040 円に 36 リットルまでごとに
350 円を加算した額） 

 

○安城市せん定枝リサイクルプラントの設置及び管理に関する条例（平成 12 年 12 月 21 日
安城市条例第 56 号） 

 

（利⽤者の範囲） 

第４条 リサイクルプラントを利⽤することができる者は、次の各号のいずれかに該当する
者とする。 

(１) 市⺠ 

(２) 市内から発⽣するせん定枝等の取扱いを⾏う造園業者及び果樹栽培農家 

(３) その他市⻑が必要と認めた者 

 

（⼿数料） 

第６条 市⻑は、第４条の利⽤者から別表に定めるせん定枝等処理⼿数料（以下「⼿数料」
という。）を徴収する。 

２ 前項の⼿数料を徴収する数量は、市⻑の認定するところによる。 

 

別表（第６条関係） 

区分 ⾦額 
第４条第１号に規定する者が⼀般家
庭から搬⼊するせん定枝等 

10キログラムまでごとに50円。ただし、１回の搬⼊量
が30キログラム以下の場合は、無料 

第４条第２号に規定する者が業務上
搬⼊するせん定枝等 

10キログラムまでごとに60円 

上記以外で搬⼊するせん定枝等 10キログラムまでごとに60円 
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処理体系 

 

 

  ︓⼿数料の改定の対象とするもの 
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ごみ量の推移 

 

※家庭系︓可燃ごみ、不燃ごみ、粗⼤ごみ、資源ごみ、集団資源回収の計 

※事業系︓可燃ごみ、資源ごみ（せん定枝）の計 

 

処理施設への搬⼊量の推移 

 

 

47,597 
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処理費用の推移 

 

H30 R1 R2 R3 R4

処理経費 円 639,249,762 676,515,051 708,689,564 721,592,846 740,899,680

原価計算要素量 ｔ 34,576 34,908 35,446 35,306 34,907

原価 円/ｔ 18,488 19,380 19,993 20,438 21,225

処理経費 円 1,309,139,862 1,197,027,618 1,327,083,590 1,413,107,631 1,587,444,251

原価計算要素量 ｔ 51,258 52,791 51,822 51,527 51,575

原価 円/ｔ 25,540 22,675 25,608 27,425 30,779

処理経費 円 315,484,434 458,267,994 438,886,737 419,534,324 366,319,678

原価計算要素量 ｔ 5,031 5,079 5,607 5,427 5,207

原価 円/ｔ 62,708 90,228 78,275 77,305 70,351

処理経費 円 64,870,426 83,995,167 83,343,382 63,894,078 93,195,468

原価計算要素量 ｔ 2,257 1,920 2,129 1,929 2,052

原価 円/ｔ 28,742 43,747 39,147 33,123 45,417

収
集
運
搬

焼
却
処
理

中
間
処
理
た
い
肥
化
処
理

区分
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県内他市の⼿数料（搬⼊⼿数料）

 


